
株式会社東京交通会館 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

  （１）事 業 の 概 要 

株式会社東京交通会館（以下「会社」という。）は、昭和３８年６月に設立され、不動産の管

理、賃貸などの事業を行っており、表１に掲げるビルの全部または一部を所有している。 

また、会社は地権者として、平成１４年９月に発足した「有楽町駅前第１地区第一種市街地再

開発事業」の組合員になっている。 

同事業は、施設建設を平成１７年６月に着工し、「有楽町駅前ビルディング」（以下「有楽町

駅前ビル」という。）として平成１９年１０月にしゅん工した。総事業費は約８６２億円、建

物の敷地面積は６，８０８．１２㎡、地上２１階、地下４階、延床面積７６，４６６．８７㎡

である。会社は、２３，３２５．４６㎡を共有しており、事務所及び専門店として賃貸してい

る。 

 

（表１）株式会社東京交通会館所有ビル 

建物名 所在地 
敷地面積

(㎡) 

延床面積

(㎡) 

延床面積の内

専有面積(㎡)
規模 しゅん工年月

東京交通会館ビルデ

ィング 

東京都 

千代田区 
5,911.88 65,144.48 36,144.25

地上15階 

地下4階 
昭和40年 6月

都営新宿線一之江駅

駅ビル 

東京都 

江戸川区 
833.03 3,879.45 2,763.36

地上 5階

地下1階 
昭和61年 9月

都営新宿線瑞江駅駅

ビル 

東京都 

江戸川区 
1,664.35 6,703.96 4,842.03

地上5階 

地下1階 
昭和61年 9月

交通会館瑞江ビル 

アネックス 

東京都 

江戸川区 
87.41 118.71 118.71 地上2階 昭和61年11月

都営新宿線篠崎駅駅

ビル 

東京都 

江戸川区 
2,153.93 9,212.96 7,495.74

地上6階 

地下1階 
平成 3年 8月

有楽町駅前ビル 
東京都 

千代田区 
6,808.12 76,466.87 ※１ 8,766.36

地上21階 

地下4階 
平成19年10月

  ※１ 有楽町駅前ビルの共有面積２３，３２５．４６㎡のうちの持分面積である。 
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（２）都 と の 関 係 

都は、会社の資本金４億円のうち１億９，９８５万円（４９．９６％）を出資するとともに、

東京交通会館ビルディング（以下「交通会館ビル」という。）の敷地のうち、都所有部分の４，

８８０．３８ｍ２、都営地下鉄新宿線の一之江、瑞江及び篠崎の各駅ビル等の敷地５，１９３．

１５ｍ２を有償で貸し付けている。また、都は、交通会館ビルの都所有部分について、賃貸管理

業務を平成３年５月から会社に委託している。 

２ 組 織 

会社は、事務所を千代田区有楽町二丁目１０番に置き、役員１０名（代表取締役社長１名、代

表取締役副社長１名、代表取締役専務１名、代表取締役常務１名、取締役４名、監査役２名）（う

ち非常勤４名）及び従業員５１名で、４部をもって構成されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監 査 の 範 囲 

第７３期（平成１７．４．１～平成１８．３．３１）及び第７４期（平成１８．４．１～平成 

１９．３．３１）の事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）交 通  局   平成１９年９月１８日及び同月２６日 

  （２）会   社    平成１９年９月１９日から同月２５日まで 

 

第４ 監 査 の 結 果 

 １ 経営に関する事項 

事業実績は、第７４期の交通会館ビルの稼働率が、前期より２．９ポイント上昇し、９８．６％

となっている。収入は、前期より３，８３８万余円（１．８％）増加し、２１億７，８７１万余

円となっている。 

第７４期における経営成績は、営業利益８億７，３０５万余円、経常利益及び税引前当期純利

益は同額の６億８，４４６万余円であり、法人税等を調整した当期純利益は３億８，８６０万余

円である。 

第７４期末における財政状態は、資産合計２６０億２，１１５万余円、負債合計１４４億６５

９万余円、純資産合計１１６億１，４５５万余円となっている。 

なお、第７３期及び第７４期において、１株当たり８０円の配当を行っている。 

会社の経営及び財務の状況を、「経営比率」、「財務比率」により分析した結果、経営比率では

経営資本事業利益率、営業収益営業利益率が、第７３期以降上昇している。これは、新規テナン

トへの貸付により不動産賃貸収入が上昇したことなどによるものである。 

また、会社の財務体質を自己資本比率で見ると、第７０期以降、毎期改善しており、財務体質の

強化が図られている。 
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次に、経営環境について見ると、上昇傾向にあった賃料相場は最近になりやや頭打ちの感がある

が、有楽町駅前ビルが１００％の貸付率で開業していること、交通会館ビルの第７４期における貸

付率が９８．６％であることなど、会社の経営は、順調に推移している。 

財務事務に関する内部統制については、経理事務に係る基本的な規程として、経理規程が適切に

整備されており、経理事務は、経理規程に定められている会計方針に基づいて適切に処理されてい

る。 

以上、経営状況について述べてきたとおり、会社の経営は、第７４期も当期純利益を計上してお

り、会社の事業は出資の目的に沿って適切に運営されていると認められる。 

 

第５ 経営状況の概要 

１ 経営状況について 

（１）事業実績 

会社は、千代田区有楽町二丁目１０番（都及び三菱地所株式会社の所有地）に所在する交通会

館ビル（地上１５階、地下４階、しゅん工昭和４０．６．１８）ほか５棟のビルを所有し、各ビ

ルの管理、賃貸業務を行っている。 

なお、会社及び都が区分所有している交通会館ビルの床面積は、表２のとおりである。貸室及

び展示会場の貸付の実績は、表３及び表４のとおりである。 

第７４期の事業実績は、主要な収入源である交通会館ビルの稼働率が、新規テナントへの貸付

により、前期より２．９ポイント上昇し、９８．６％となっている。収入は、前期より３，８３

８万余円（１．８％）増加し、２１億７，８７１万余円となっている。展示会場の稼働率は、前

期より５．８ポイント上昇し、４９．８％となっている。収入は、前期より４，２０３万余円（１

３．１％）上昇し、３億６，１８８万余円となっている。 

また、会社は、平成３年５月に、交通会館ビルの都専有部分（貸室１０，１５９．２８ｍ２、

駐車場１，４２４．０３ｍ２）について、都から賃貸管理業務を受託しており、受託料は、賃料

及び駐車場料金の総額の５％となっている。 

各期別の賃貸管理業務に係る受託料の収入実績は、表５のとおりである。 
 
  （表２）交通会館ビル区分所有床面積 

所有者 専有部分（㎡） 共用部分（㎡） 合計（㎡） 持分比率（％） 
会 社   36,144.25  11,793.67  47,937.92 73.59 
都   12,974.05   4,232.51  17,206.56 26.41 

合 計   49,118.30  16,026.18  65,144.48     100   
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年度 区　　分 事務所 店　舗 倉　庫 計

貸付対象面積(m2)(A) 8,885.3 10,173.5 2,033.50 21,092.3

貸付面積(m2)(B) 8,885.3 10,068.7 1,842.40 20,796.4

貸付率(%)(B/A) 100 99.0 90.6 98.6
収入金額(千円) 927,245 1,149,101 102,370 2,178,716

貸付対象面積(m2)(A) 8,885.3 10,252.7 2,049.0 21,187.0

貸付面積(m2)(B) 8,437.7 10,018.1 1,830.5 20,286.3

貸付率(%)(B/A) 95.0 97.7 89.3 95.7
収入金額(千円) 898,798 1,139,910 101,621 2,140,329

貸付対象面積(m2)(A) 1,501.1 10,531.4 121.8 12,154.3

貸付面積(m2)(B) 1,457.8 10,366.8 101.6 11,926.2

貸付率(%)(B/A) 97.1 98.4 83.4 98.1
収入金額(千円) 37,149 284,613 2,338 324,100

貸付対象面積(m2)(A) 1,501.1 10,531.4 121.8 12,154.3

貸付面積(m2)(B) 1,362.2 10,308.1 101.6 11,771.9

貸付率(%)(B/A) 90.7 97.9 83.4 96.9
収入金額(千円) 35,444 283,551 2,338 321,333

（表３）貸室年度別貸付状況

（注）１　駅ビルは、一之江、瑞江及び篠崎３駅の合計である。

　　　２　貸付対象面積及び貸付面積は、各年度の平均である。

第
７４
期

第
７４
期

交
通
会
館
ビ
ル

駅
ビ
ル

第
７３
期

第
７３
期

 

 

年　度 面積(m2) 収入金額(千円) 稼働率(％)

第７４期 2,127.8 361,888 49.8

第７３期 2,127.8 319,854 44.0

（表４）交通会館ビルの展示会場の年度別貸付状況

（注）稼働率は、収入を総使用料（2,020,000円×360日）で除した割合である。  

 

　（単位：千円）

年　度 貸室賃貸管理業務 駐車場管理業務 合　　計

第７４期 50,119 1,682 51,801

第７３期 49,524 1,534 51,058

（表５）賃貸管理業務の受託料の収入実績

 
 
（２）経営成績 

ア 損益計算書項目の比較増減分析 

第７３期及び第７４期の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

第７４期における経営成績は、営業利益８億７，３０５万余円、経常利益及び税引前当期純

利益は同額の６億８，４４６万余円であり、法人税等を調整した当期純利益は３億８，８６０

万余円となっている。 

売上高は、４０億９９０万余円であり、前期（３９億２，３２７万余円）と比較して８，６

６３万余円（２．２％）の増加となっている。これは、主に、不動産賃貸収入が増加したこと

によるものである。 
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売上原価は、２６億５，３９７万余円であり、前期（２７億３，４５９万余円）と比較して

８，０６１万余円（２．９％）の減少となっている。これは、主に、修繕費が減少したことに

よるものである。 

この結果、売上総利益は１３億５，５９３万余円となり、前期（１１億８，８６７万余円）

と比較して１億６，７２５万余円（１４．１％）増加となっている。 

販売費及び一般管理費は、４億８，２８８万余円であり、前期（４億８，０３４万余円）と

比較して２５３万余円（０．５％）の増加となっている。 

営業利益は８億７，３０５万余円となり、前期（７億８３３万余円）と比較して１億６，４

７２万余円（２３．３％）増加となっている。 

営業外収益は、５，５３９万余円であり、前期（７，３６５万余円）と比較して１，８２５

万余円（２４．８％）の減少となっている。 

営業外費用は、２億４，３９８万余円であり、前期（２億５，６４５万余円）と比較して１，

２４７万余円（４．９％）の減少となっている。 

この結果、税引前当期純利益６億８，４４６万余円から法人税等を調整した当期純利益は３

億８，８６０万余円となっている。 

なお、第７３期、第７４期とも１株当たり８０円の配当を行っている。 

 

イ 経営比率等による経営成績の分析 

会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表６のとおりである。 

営業利益が増加したことなどにより、第７３期及び第７４期において、すべての比率が改善

している。 

 

　　　　　　　　　年度
項目

第７０期 第７１期 第７２期 第７３期 第７４期 計算式

事業利益
総資本

営業利益
売上高

売上高
総資本

総費用
総収益

事業利益
支払利息

86.9 83.2総費用対総収益比率（％） 88.9 85.1 93.0

0.15 0.15総資本回転率（回） 0.15 0.16 0.15

18.1 21.8売上高営業利益率（％） 18.6 21.4 13.3

（表６）経営比率

2.8 3.4総資本事業利益率（％） 2.8 3.3 2.0

インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ（倍）

2.7 3.5 2.2 3.6 4.5
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（３）財政状態 

  ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

 第７３期末及び第７４期末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

第７４期末の財政状態は、資産合計２６０億２，１１５万余円、負債合計１４４億６５９万

余円、純資産合計１１６億１，４５５万余円となっている。 

 資産合計は、前期（２５５億１，８７２万余円）と比較して５億２４２万余円（２．０％）

増加している。これは、固定資産が３億４，８９８万余円減少したものの、流動資産が８億５，

１４０万余円増加したことによるものである。 

流動資産の増加は、主に、有楽町駅前ビル予約金の受入などにより現金預金が８億１，３１

８万余円増加したことによるものである。これをキャッシュフローで見ると、営業活動により

１７億２，７４０万余円の資金を調達し、投資活動に２億６，８８９万余円、長期借入金の返

済などの財務活動に６億４，５３２万余円、それぞれ使用している。 

固定資産の減少は、主に、有形固定資産の減価償却費によるものである。 

負債合計は、前期（１４２億４５７万余円）と比較して２億２０２万余円（１．４％）増加

している。これは主に、固定負債が１９億６，７０８万余円減少しているものの、流動負債が

２１億６，９１０万余円増加したことによるものである。 

流動負債の増加は、１年以内に返済予定の長期借入金及び預り金の増加によるものである。 

  純資産合計は、前期（１１３億１，４１５万余円）と比較して３億４０万余円（２．７％）

増加している。これは、別表３の株主資本等変動計算書のとおり、当期純利益が生じたことに

より利益剰余金が増加したことによるものである。 

 

イ 財務比率等による財政状態の分析 

会社の財政状態を示す財務比率は、表７のとおりである。 

流動比率が第７３期から３０％台と低い比率で推移している。これは、第７３期においては、

保証金を返済したことにより現金預金が減少したためであり、第７４期においては、有楽町駅

前ビルの予約金により現金預金は増加しているものの、１年以内に返済予定の長期借入金が増

加したためである。 

　　　　　　年度
項目

第７０期 第７１期 第７２期 第７３期 第７４期 計算式

流動資産
流動負債

自己資本
総資本

固定資産
長期資本

（注）長期資本とは、資本合計＋固定負債である。

110.9固定長期適合比率

（単位：％）
（表７）財務比率

103.4 103.1 102.3 104.6

44.3 44.6自己資本比率 38.3 40.4 41.9

30.8 35.7流動比率 57.2 54.5 65.1
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２ 経営環境に関する評価及び財務事務に関する内部統制 

（１）経営環境に関する評価 

   事業の経営環境について、経営者にヒアリングを行うとともに、営業活動、財務活動等の観点か

ら確認を行った結果、事業の経営環境及び事業運営について、次のとおり留意すべき点が見受けら

れた。 

ア 事業の経営環境と事業運営 

（ア）事業の経営環境 

上昇傾向にあった賃料相場は最近になりやや頭打ちの感があるが、有楽町駅前ビルが１０

０％の貸付率で開業していること、交通会館ビルの第７４期における貸付率が９８．６％であ

ることなど、会社の経営は、順調に推移している。 

（イ）事業運営 

ａ 全般的な事業運営 

都心部へ大型オフィスビルの供給が相次ぐ中で、テナント企業の設備面へのニーズは既存

ビルでは厳しいものがあり、新築ビルと既存ビルの賃料格差が拡大してきている。 

会社の主要な収入源である交通会館ビルの平均貸付単価は減少してきているが、貸付率は

上昇しており、賃料収入は増加している。 

ｂ 再開発事業 

会社は、ビル賃貸事業を拡充する目的で、交通会館ビルの隣接地で行われている「有楽町

駅前第１地区第一種市街地再開発事業」に地権者として参画している。この事業への参画に

当たり、会社は、平成１４年に１２２億円で土地を購入し、このうち、１１５億円を金融機

関から借り入れている。返済計画は平成１４年から平成２５年までの１２年間である。同事

業により建設された有楽町駅前ビルは、地価が上昇傾向にある中、営業努力により、１００％

の貸付率で平成１９年１０月に開業しており、今後の返済及び経営も順調に推移していくと

見込まれる。 
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（２）財務事務に関する内部統制 

   財務事務に関する内部統制の整備及び運用状況について検証したところ、基本的な規定である

経理規程は適切に整備されており、経理事務は、同規程に定められている会計方針に基づき処理

されている。 

ア 職務の分掌 

「組織規則」で部の分掌事務を定めており、部内の役割分担については、各部において、社

員の担当事務を定めている。 

イ 帳簿組織 

会計書類、伝票、証拠書類等については、「経理規程」に基づき作成されている。その整理

保存については、特に定めはないが、法令に準じた期間、整理保存がされている。 

ウ 現金及び預金の取扱 

「経理規程」に沿って、日計表を作成し、保管現金及び通帳と照合し、常務取締役に報告し

ている。 

エ 売上及び未収金の管理 

不動産賃貸に係る価格、条件等について、規程等による定めはないが、市況等の一般的な基

準を基に相対交渉を行い、代表取締役社長の承認を経てから契約を行っている。未収金につい

ては、個々の契約に基づき、期限内に入金されている。 

オ 仕入れ及び買掛金の管理 

相手方の選定、価格その他の購入条件について、経理部長の承認を受けるとともに、受入、

検収なども事案ごとに社員が分担するなど、「経理規程」及び「物品購買事務規程」に沿って

行われている。 
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（単位：円、％）

第７４期 第７３期

率

(A－B)/B

（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ） ×100

売　上　高 4,009,908,411 3,923,270,008 86,638,403 2.2

不動産賃貸収入 3,099,336,400 3,007,400,409 91,935,991 3.1

その他の営業収入 910,572,011 915,869,599 △ 5,297,588 △ 0.6

売　上　原　価 2,653,970,392 2,734,590,364 △ 80,619,972 △ 2.9

売　上　総　利　益 1,355,938,019 1,188,679,644 167,258,375 14.1

販売費及び一般管理費 482,880,179 480,342,508 2,537,671 0.5

営  業  利  益 873,057,840 708,337,136 164,720,704 23.3

営  業  外  収  益　 55,396,082 73,653,928 △ 18,257,846 △ 24.8

受取利息 611,551 152,716 458,835 300.4

その他の営業外収益 54,784,531 73,501,212 △ 18,716,681 △ 25.5

営  業  外  費  用 243,985,651 256,457,371 △ 12,471,720 △ 4.9

支払利息 192,040,952 196,702,916 △ 4,661,964 △ 2.4

その他の営業外費用 51,944,699 59,754,455 △ 7,809,756 △ 13.1

経 常 利 益 684,468,271 525,533,693 158,934,578 30.2

税引前当期純利益 684,468,271 525,533,693 158,934,578 30.2

法人税、住民税及び事業税 291,416,115 230,539,345 60,876,770 26.4

法人税等調整額 4,446,114 △ 11,553,288 15,999,402 △ 138.5

当期純利益 388,606,042 306,547,636 82,058,406 26.8

（注）第７３期の欄は、商法施行規則に基づき記載していたものを、会社計算規則に組み替え
　　たものである。

（別表１）比 較 損 益 計 算 書

　増　（△）　減

金　　額     科　　　　目 金　　額 金　　額
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産 1,345,539,988 494,130,937 851,409,051 172.3

現金預金 1,177,041,336 363,860,469 813,180,867 223.5

営業未収入金 72,061,543 61,906,825 10,154,718 16.4

前払費用 69,251,009 62,352,545 6,898,464 11.1

短期貸付金 4,000,000 4,000,000 0 0　

未収入金 7,108,088 2,011,098 5,096,990 253.4

仮払金 16,078,012 0 16,078,012 －  

産 24,675,614,348 25,024,597,045 △ 348,982,697 △ 1.4

有形固定資産 20,848,885,982 21,154,713,665 △ 305,827,683 △ 1.4

建    物 8,248,949,869 8,552,266,124 △ 303,316,255 △ 3.5

構 築 物 83,152,423 92,907,134 △ 9,754,711 △ 10.5

車両運搬具 4,768,684 6,992,166 △ 2,223,482 △ 31.8

器具備品 50,813,406 41,346,641 9,466,765 22.9

土    地 12,461,201,600 12,461,201,600 0 0　

無形固定資産 3,383,903,156 3,387,556,806 △ 3,653,650 △ 0.1

借 地 権 3,369,230,774 3,369,230,774 0 0　

電話加入権 3,630,198 3,630,198 0 0　

その他の無形固定資産 11,042,184 14,695,834 △ 3,653,650 △ 24.9

投資その他の資産 442,825,210 482,326,574 △ 39,501,364 △ 8.2

投資有価証券 61,650,000 56,850,000 4,800,000 8.4

子会社株式 10,000,000 10,000,000 0 0　

差入敷金保証金 11,163,260 11,146,260 17,000 0.2

繰延税金資産 164,373,000 168,819,114 △ 4,446,114 △ 2.6

その他の投資 287,538,950 327,411,200 △ 39,872,250 △ 12.2

貸倒引当金 △ 91,900,000 △ 91,900,000 0 0　

26,021,154,336 25,518,727,982 502,426,354 2.0

金　　額

　増　（△）　減

金　　額 金　　額

※有形固定資産の減価償却累計額：第７４期 17,016,079,205円、第７３期 16,462,319,878円

較 貸 借 対 照 表

科　　　　　　目

合　　　　　計

 （別表２）比 

 （資産の
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部） （単位：円、％）

第７４期 第７３期

率
(A－B)/B

（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ） ×100
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第７４期 第７３期

率
(A－B)/B

（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ） ×100

部） 14,406,595,414 14,204,575,102 202,020,312 1.4

流  動  負  債 3,770,898,861 1,601,791,458 2,169,107,403 135.4

短期借入金 200,000,000 200,000,000 0 0　

１年以内に返済予定の長期借入金 2,000,000,000 600,000,000 1,400,000,000 233.3

営業未払金 191,029,661 130,034,371 60,995,290 46.9

未 払 金 28,763,598 33,952,256 △ 5,188,658 △ 15.3

未払法人税等 180,735,000 91,334,500 89,400,500 97.9

金　　額

産の部） （単位：円、％）

合　　　　　計

金　　額科　　　　　目 金　　額

　増　（△）　減

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （負債の

 

 

 

 （負債及び純資

前 受 金 241,234,271 226,863,533 14,370,738 6.3

預 り 金 709,041,222 116,024,443 593,016,779 511.1

社内預り金 195,415,109 176,742,355 18,672,754 10.6

賞与引当金 24,680,000 26,840,000 △ 2,160,000 △ 8.0

固  定  負  債 10,635,696,553 12,602,783,644 △ 1,967,087,091 △ 15.6

長期借入金 6,300,000,000 8,300,000,000 △ 2,000,000,000 △ 24.1

受入保証金 2,374,002,691 2,329,146,282 44,856,409 1.9

受入敷金 1,662,556,362 1,665,419,562 △ 2,863,200 △ 0.2

退職給付引当金 255,757,500 271,872,800 △ 16,115,300 △ 5.9

役員退職引当金 43,380,000 36,345,000 7,035,000 19.4

（純資産の部） 11,614,558,922 11,314,152,880 300,406,042 2.7

株主資本 11,614,558,922 11,314,152,880 300,406,042 2.7

資  本  金 400,000,000 400,000,000 0 0　

資 本 金 400,000,000 400,000,000 0 0　

利益剰余金 11,214,558,922 10,914,152,880 300,406,042 2.8

利益準備金 100,000,000 100,000,000 0 0　

別途積立金 10,600,000,000 10,350,000,000 250,000,000 2.4

繰越利益剰余金 514,558,922 - 514,558,922 -　

当期未処分利益 - 464,152,880 △ 464,152,880 -　

26,021,154,336 25,518,727,982 502,426,354 2.0

（注）純資産の部の第７３期欄は資本の部に計上されていたものである。



 

  

別途積立金 繰越利益剰余金

400,000,000 100,000,000 10,350,000,000 464,152,880 10,914,152,880 11,314,152,880 11,314,152,880

250,000,000 50,406,042 300,406,042 300,406,042 300,406,042

剰余金の配当 △ 64,000,000 △ 64,000,000 △ 64,000,000 △ 64,000,000

利益処分による役員賞与 △ 24,200,000 △ 24,200,000 △ 24,200,000 △ 24,200,000

当期純利益 388,606,042 388,606,042 388,606,042 388,606,042

別途積立金の積立 250,000,000 △ 250,000,000 0 0 0

400,000,000 100,000,000 10,600,000,000 514,558,922 11,214,558,922 11,614,558,922 11,614,558,922

（別表３）株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
株主資本合計

純資産合計

（単位：円）

第７３期末残高

第７４期末残高

当期変動額
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